
 

 

 

貸 借 対 照 表  

    

 （2023年 3月 31日現在）  

   （単位：千円） 

科      目 金   額 科      目 金   額 

（資産の部）         （負債の部）         

流動資産 58,066,611 流動負債 38,212,930 

   現金預金 653,775    支払手形 2,115,603 

   受取手形 890,225    電子記録債務 3,408,049 

   電子記録債権 1,660,626    工事未払金 22,803,654 

   完成工事未収入金 38,863,731    リース債務 8,869 

   未成工事支出金 2,281,046    未払金 831,706 

   材料貯蔵品 315,465    未払費用 1,165,796 

   預け金 6,900,000    未払法人税等 988,735 

   前払費用 76,264    未払消費税等 579,110 

   未収入金 6,464,592    未成工事受入金 812,042 

   その他 71,984    預り金 2,646,075 

   貸倒引当金 △111,100    完成工事補償引当金 2,480,000 

        工事損失引当金 372,000 

固定資産 6,989,539    その他 1,287 

 有形固定資産  1,399,154   

   建物・構築物 460,513 固定負債 3,004,165 

   機械・運搬具 74,298    リース債務 11,508 

   工具器具・備品 63,626    退職給付引当金 1,287,976 

   土地 781,770    役員退職慰労引当金 124,680 

   リース資産 18,294    債務保証損失引当金 1,560,000 

   建設仮勘定 650      その他 20,000 

 無形固定資産  158,989   

   ソフトウェア 158,989 負債合計 41,217,095 

  投資その他の資産 5,431,395 （純資産の部）  

   投資有価証券 99,029 株主資本 23,838,166 

   関係会社株式 958,125  資本金 2,300,000 

   長期貸付金 1,780  資本剰余金 1,634,445 

   関係会社貸付金 933,660    資本準備金 1,634,445 

   破産更生債権等 330  利益剰余金 19,903,720 

   長期前払費用 48,169    利益準備金 40,800 

   前払年金費用 1,166,968    その他利益剰余金 19,862,920 

   繰延税金資産 1,882,452       別途積立金 16,000,000 

   その他 350,860       繰越利益剰余金 3,862,920 

   貸倒引当金 △9,980 評価・換算差額等 890 

      その他有価証券評価差額金 890 

       

   純資産合計 23,839,056 

資産合計 65,056,151 負債純資産合計 65,056,151 

 

 



 

 

 

損 益 計 算 書 

 

（自 2022年  4月  1日 

  至 2023年  3月 31日） 

（単位：千円） 

       

 売上高      

  完成工事高    89,833,402  

        

 売上原価      

  完成工事原価    79,840,152  

       

   売上総利益       

     完成工事総利益    9,993,250  

        

 販売費及び一般管理費    4,843,674  

        

   営業利益    5,149,575  

        

 営業外収益       

  受取利息配当金  12,408     

  その他      22,444  34,852  

        

 営業外費用       

  支払利息  2,871     

  その他  46,036  48,908  

        

   経常利益    5,135,520  

        

   税引前当期純利益    5,135,520  

        

     法人税、住民税及び事業税  1,872,125     

     法人税等調整額  △256,919  1,615,206  

        

   当期純利益    3,520,314  

               

 

 

 

 

 



 

 

 

株主資本等変動計算書 

（自 2022年 4月 1日 

  至 2023年 3月 31日） 

       （単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主 

資本 
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 

合計 

利益 
準備金 

その他 
利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 
別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 2,300,000 1,634,445 1,634,445 40,800 14,000,000 4,481,764 18,522,564 22,457,010 

当期変動額                 

剰余金の配当          △2,139,158 △2,139,158 △2,139,158 

利益処分（別途

積積立金の組入） 
    2,000,000 △2,000,000 ― ― 

当期純利益          3,520,314 3,520,314 3,520,314 

株主資本以外の 
項目の当期変動 
額（純額） 

               

当期変動額合計 ― ― ― ― 2,000,000 △618,844 1,381,155 1,381,155 

当期末残高 2,300,000 1,634,445 1,634,445 40,800 16,000,000   3,862,920 19,903,720 23,838,166 

 

 

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

 
その他 
有価証券 

評価 
差額金 

 

評価・ 
換算 

差額等 
合計 

当期首残高 2,311 2,311 22,459,322 

当期変動額       

剰余金の配当    △2,139,158 

利益処分（別途

積積立金の組入） 
  ― 

当期純利益    3,520,314 

株主資本以外の 
項目の当期変動 

額（純額） 

△1,421 △1,421 △1,421 

当期変動額合計 △1,421 △1,421 1,379,734 

当期末残高 890 890 23,839,056 



 

 

 

注    記    表 

自 ２０２２年 ４月 １日 

至 ２０２３年 ３月３１日 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

①関係会社株式   移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①未成工事支出金   個別法による原価法 

②材料貯蔵品  移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定） 

（３）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産   定率法 

（リース資産を除く） ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに２０１６年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物は定額法 

②無形固定資産   定額法 

（リース資産を除く）  自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法 

③リース資産   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

（４）引当金の計上基準 

①貸倒引当金  売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております｡ 

②工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持

工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的

に見積もることができる工事について、損失見込額を計上し

ております。 

③完成工事補償引当金  完成工事に係る契約不適合の費用に備えるため、完成工事高

に対する引当の他に、個別工事について見積補償額を計上し

ております。 

④債務保証損失引当金 将来の債務保証の履行による損失に備えるため、保証先の資

産内容などを勘案し、損失見積額を計上しております。 

⑤退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております｡ 

⑥役員退職慰労引当金  役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。 

（５）収益及び費用の計上基準 

当社は、以下の５ステップアプローチに基づき収益を認識しております。 

 

 



 

 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。 

ステップ５：履行義務を充足した時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。 

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであ

ります。 

（請負工事事業） 

顧客との工事契約に基づき、建設工事を行う義務を負っております。工事契約については、

工事の進捗により履行義務が充足されるものと判断しております。履行義務の充足に係る進捗

度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占

める割合に基づいて行っております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もる

ことができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準にて収

益を認識しております。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見

込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間

にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。なお、

取引価格は工事契約に基づいて決定され、重要な変動対価や金融要素は含まれておりません。 

（材料販売事業） 

顧客との契約に基づき、工事関連の資材を販売しております。材料販売については、顧客へ

の資材引き渡し、検収の受領等、契約上の受け渡し条件を充足することで履行義務が充足され

るものと判断し、当該時点で収益を認識しております。なお、取引価格は契約に基づいて決定

され、重要な変動対価や金融要素は含まれておりません。 

（６）グループ通算制度    適用しております。 

（７）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用） 

当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法

人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を

適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第４２号 ２０２１年８月

１２日。以下「実務対応報告４２号」という。）に従っております。また、実務対応報告４２

号第３２項（１）にもとづき、実務対応報告４２号の適用に伴う会計方針の変更による影響は

ないものとみなしております。 

 

２. 会計方針の変更 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第３１号  ２０２１年６月

１７日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定

会計基準適用指針第２７-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、これによる影響はあり

ません。 

 

（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更） 

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

当社は、有形固定資産のうち特殊工法グループの減価償却方法については、従来、定額法を採用

しておりましたが、当事業年度より定率法に変更しております。この変更は、特殊工法事業で使用

するジャッキ装置等の使用実態を改めて検討した結果、当該設備が長期にわたり安定的に稼働し投

資効果が平均的に生ずると見込まれないことから、定率法が経営実態をより適切に反映すると判断

したものであります。 

これにより従来の方法と比べて、当事業年度の営業利益、経常利益、税引前当期純利益はそれぞ

れ３，４７９千円減少しております。 



 

 

３．貸借対照表関係 

（１）有形固定資産の減価償却累計額         １，６９７，３７２千円 

（２）関係会社に対する短期金銭債権        １３，７９３，１０７千円 

（３）関係会社に対する長期金銭債権           ９３３，６６０千円 

（４）関係会社に対する短期金銭債務         ２，８８５，２６２千円 

（５）保証債務 （保証先：リオフィルコーポレーション）     １，８１４，９４０千円 

（保証内容：借入金ほか） 

（６）顧客との契約から生じた債権        １９，６７２，５５５千円 

（７）契約資産            １９，１９１，１７５千円 

 

４．損益計算書関係 

（１）関係会社に対する売上高         １７，９７１，８０７千円 

（２）関係会社からの仕入高            ９０３，５４０千円 

（３）関係会社との営業取引以外の取引高           １４，２１８千円 

（４）売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額             ３７２，０００千円 

 

５．株主資本等変動計算書関係 

（１）当事業年度末における発行済株式の種類及び数 

普通株式      １，７６９，３６２株 

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当  配当総額      ２，１３９，１５８千円 

配当原資             利益剰余金 

１株当たり配当額            １，２０９円 

（３）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

①決議（予定）    ２０２３年６月２３日  定時株主総会 

②株式の種類    普通株式 

③配当の原資    利益剰余金 

④配当金の総額    １，７８７，０５５千円 

⑤１株当たり配当額     １，０１０円 

⑥基準日     ２０２３年３月３１日 

⑦効力発生日    ２０２３年６月２６日 

 

６．税効果会計 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

完成工事補償引当金             ７６８，８００千円 

債務保証損失引当金           ４８３，６００千円 

未払費用（未払賞与）           ３０３，４９０千円 

その他              ３２６，５６２千円 

繰延税金資産の純額          １，８８２，４５２千円 

 

７．金融商品関係 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金及びＪＦＥホールディングス株式会社への金銭消費

寄託に限定しております。また運転資金の調達は上記会社からの金銭消費貸借による借入を行っ

ております。受取手形、電子記録債権及び完成工事未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管

理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券の内容は株式であり、上場株

式については、四半期毎に時価の把握を行っております。なお、当事業年度末時点での借入金は

ありません。 

 

 



 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

２０２３年３月３１日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

① 受取手形 890,225 890,225 － 

② 電子記録債権 1,660,626 1,660,626 － 

③ 完成工事未収入金 38,863,731 38,863,731 － 

④ 預け金 6,900,000 6,900,000 － 

⑤ 支払手形 (2,115,603) (2,115,603) － 

⑥ 電子記録債務 (3,408,049) (3,408,049) － 

⑦ 工事未払金 (22,803,654) (22,803,654) － 

負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

８．１株当たり情報 

（１）１株当たり純資産額           １３，４７３円２４銭 

（２）１株当たり当期純利益            １，９８９円５９銭 

 

９．収益認識関係 

収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針」の「収益及び費用の計上基準」に

記載のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


